
　上記 2つの事例でも、実際の現場では客とのトラブルが発生す
る可能性があります。まずは、どの時点で申し出があった場合に

「持ち帰り」として軽減税率 8％の適用をするのかというお店全体
の認識の共有をしておくことが必要です。
　具体的には、①注文時点で判断する、②料理を客に渡す時点で
判断する、③料理を渡して戻った後に声をかけられた場合に判断
するのうち、どの時点まで認めるのかといったことになります。
　事業者にとって最も簡単なのは、①の注文時点で判断するで
しょうが、実際の現場では、当初は店内飲食であったとしても、
料理を渡す直前にテイクアウトに変更した②の時点までは、軽減
税率 8％を適用してもよいと考えられます。
　これ以外にも、いろんなケースが考えられますので、国税庁か
らの案内や他の事業者の対応も参考にしましょう。

　昨年 12 月に当所が実施した軽減税率に関する調査で
は、「制度の複雑さや事務の煩雑さに戸惑う事業者が多
く、準備に着手するにいたっていない。特に影響が大き
いと予想される小売業については、レジの入替などハード
面の対応を課題とする一方で、8 割以上の事業者が未だ
準備に取り掛かっていない」と、準備が進んでいない状
況がうかがえます。
　そこで本特集では、軽減税率対象商品（飲食料品等）を

まもなくスタート「消費税軽減税率制度」
ご準備は万全ですか？

中期方針
「消費税軽減税率・

転嫁対策支援」

取り扱う全ての事業所で対応を要する請求書等の記載事項
や、軽減税率適用の具体的な判断事例、税額計算の特例
など、実務の現場で役に立つポイントについて、税理士の
川野秀明先生（当所登録専門家）に解説していただきます。
　また、この機会を自社の経営を見直すチャンスととらえ
ていただくために、ITを活用した商品構成や価格の見直
しによる売上アップへの仕組みづくりについてもご紹介い
たします。

１．軽減税率制度導入に伴う
　  請求書等の記載事項の追加
　2 つの消費税率を把握するために、請求書の様式の変

更が必要になります。2019 年10月1日から2023年9月30

日までは「区分記載請求書等保存方式」、2023 年10月1

日からは「適格請求書等（インボイス）保存方式」が実施さ

れます。（右図参照）

　売上や仕入を消費税率ごとに区分することが困難な事業

者のために、売上で3 種類、仕入で 2 種類の税額計算の

特例があります。 また、税額計算の特例以外にも軽減税

率制度への対応のために、設備投資などの際に活用できる

税制措置があります。

　2023年10月1日以降、原則、課税事業者の仕入税額控除に
は、「適格請求書等（インボイス）」が必要となります。インボイス
は課税事業者のみが発行できるため、インボイスが発行できない
免税事業者は、課税事業者から取引を避けられ、将来的に課税
事業者になる選択を迫られる可能性があります。
　なお、「適格請求書等（インボイス）」導入後、免税事業者から
の仕入の一定割合を税額控除できる経過措置の対応がなされる見
込みです。税務署等に確認しましょう。

〈「適格請求書等（インボイス）」導入後の免税事業者か
らの仕入について〉

1.現行の請求書 ～2019年9月30日

2019年10月1日～2023年9月30日2.区分記載請求書

2023年10月1日～3.適格請求書（インボイス）

消費税の課税事業者
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③登録番号
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①軽減税率の対象
　品目である旨
②税率ごとに合計
　した対価の額

①

②

※標準税率対象品目のみ
を販売している場合は、
現在と同様の書式で対応
することも可能です。

2. 軽減税率適用の
　 具体的な判断事例

3. 税額計算の特例

税理士　当所登録専門家
川野秀明（かわのひであき）
1967 年 大分県大分市生まれ
1997 年 税理士試験合格
1998 年 川野秀明税理士事務所　開設
専門分野 : 起業支援、相続対策、事業承継、医業会計

【実際の現場における留意点】

　この場合に、店内飲食で10％と判断するのか、会計終了後の変更でも
テイクアウトなのだから8％として再計算するのかという問題が発生する。

客が商品に手をつけていないということを前提に、店内飲食
ではなく、テイクアウトとして軽減税率8％が適用される。

解説

注文した時点で、焼き魚定食と一緒に単品の唐揚げも店内で飲食する意思
があったとして、持ち帰りした唐揚げも、店内飲食として10％が適用される。

解説

　この場合に、持ち帰りした唐揚げは、テイクアウトとして軽減税
率8％が適用されるのかという問題が発生する。

代金支払い

テイクアウト用に
包装をやり直す。

店内でお召し上が
りでしょうか？

はい、そうです。
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ます。

お待たせしました。
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    トレイに載っている）

やっぱりテイクアウト
にします。

焼き魚定食と単品で
唐揚げをください。

唐揚げが食べきれないので、
お持ち帰り用のパックを
いただけますか？

お 待 た せ し ま し た、
焼き魚定食と単品の
唐揚げです。

かしこまりました。
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3つの請求書等の記載事項の違い

　「区分記載請求書等保存方式」では、現行の記載項目に加

え、①軽減税率の対象品目である旨、②税率ごとに合計した対

価の額、「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」では、

さらに③登録番号、④税率ごとの消費税額を記載する必要があ

ります。
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■軽減税率制度実施後の税額計算
　軽減税率制度実施後は、消費税率が軽減税率と標準税率の2つとなることから、売上と仕入を税率ごとに区分して税額

計算を行う必要がありますが、売上税額から仕入税額を控除するといった消費税額の計算方法は現行と変わりません（適格

請求書等保存方式の導入後も同様です）。
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×  8/108
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仕入
税額

税額計算のイメージ 税額は、税率ごとの
計算が必要なんだね

❷飲食店における、店員と客のやり取り❶ファストフード店における、店員と客のやり取り
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5. IT活用による消費税対策・売上アップへの仕組みづくりー「会計・決済ツール」の活用
モバイルPOSレジ、クラウド会計、キャッシュレス決済の3点セットをあわせて導入することで、消費税対策と売上アップにつなげるこ

とが可能となります。

日々のレジ締め後にクラウド
会計から P O S レジシステム
の会計データを自動取得

モバイルPOSレジとクラウド会計のデータ連携で
商品の売れ方を細かく把握することができる

【課題②】  全ての事業者は「8%、10%」の仕訳が必須

対応策（記帳・会計）

本記事全般に関するお問い合わせ／福岡商工会議所　経営相談部 経営支援グループ　TEL 092-441-1146

決済端末導入・決済手数料の補助
https://cashless.go.jp/

軽減税率対策補助金（レジ補助金）
http://kzt-hojo.jp/

IT導入補助金
http://www.it-hojo.jp/

■クラウド会計の導入で、
　記帳・会計業務の効率化を
　図れる

②クラウド会計の導入

【課題③】  政府の「ポイント還元制度」に対応

対応策（決済）

売上アップの
取り組み

データ
連携

データ
連携

POS レジで入力された会計データが
キャッシュレス端 末に自動 反 映され
スムーズに決済※

※QRコードの場合は、
　消費者が提示するコード
　を店舗側が読み取る場合
　 のみ対応

【課題①】 食料品等を販売する事業者は「8%、10%」を
　 　　　分けた計算、領収書・レシート発行が必須

対応策（レジ・決済）

■レジ・決済業務の効率化を
 　図れる

①モバイルPOSレジの導入

■売上増加が期待される

③キャッシュレス決済の導入

売上を上げる（客単価を上げる・来店頻度を上げるなど）ための
アプローチ策の仮説を立てることができる。

各種会計・決済ツールの導入には、以下の補助金が活用できます。

❶売上税額の計算の特例
　売上を税率ごとに区分することが困難な事業者は、売上

の一定割合を軽減税率対象の売上とみなして税額を計算す

ることができます。

選択可能期間
（A） 基準期間の課税売上高が5,000万円以下の中小事業者:

　     2019年10月1日から4 年間（2023年9月30日まで）
（B） 上記以外の事業者:なし

4. 転嫁対策による
　 事業全体での売上・利益の確保

（※）簡易課税制度とは売上に係る消費税額に、業種に応じた一定のみなし仕入率を乗じて、
　　  簡易的に仕入税額を計算する制度。

対象者 ② ①以外の事業者
③ ①②の計算が
　 困難な事業者
主に軽減税率対象品目を
販売する事業者に限る

①仕入を区分できる
　卸売・小売事業者
　   簡易課税制度※を
　 適用しない事業者に限る

軽減税率
売上割合の

計算方法

考え方

卸売業・小売業に係る
軽減税率対象品目の売上にのみ

要する課税仕入（税込） 
卸売業・小売業に係る

課税仕入（税込）

〈小売等軽減仕入割合〉
通常の連続する10 営業日の

軽減税率対象品目の
課税売上（税込） 

10日間の
軽減税率対象商品の

売上割合から
年間実績を推計

売上の50%を
軽減税率対象と

推計

仕入額の
軽減税率対象割合を

売上に当てはめる

通常の連続する10 営業日の
課税売上（税込）

〈軽減売上割合〉

50

100

対象者 ② ①の計算が困難な事業者①売上を区分できる卸売・小売事業者
　 簡易課税制度を適用しない事業者に限る

軽減税率
仕入割合の

計算方法

考え方

卸売業・小売業に係る軽減税率
対象品目の課税売上（税込）

卸売業・小売業に係る
課税売上（税込）

〈小売等軽減売上割合〉 簡易課税制度を適用しようとする
課税期間中に、消費税簡易課税制度

選択届出書を提出し、同制度を
適用することが可能です。

課税期間中の届出で
簡易課税制度を選択可能

売上額の軽減税率対象割合を
仕入に当てはめる

〈簡易課税制度の届出の特例〉

❷仕入税額の計算の特例
　仕入を税率ごとに区分することが困難な事業者は、仕入

の一定割合を軽減税率対象の仕入とみなして税額を計算す

ることができます。

❶価格転嫁できないと、売上・利益が減少します
　例えば、消費税率8%の時の税込売価が20,000円であ

選択可能期間
（A） 基準期間の課税売上高が5,000万円以下の中小事業者:

　    2019年10月1日から1年間（2020年9月30日まで）
（B） 上記以外の事業者:なし

（原則は、簡易課税制度を適用しようと
する課税期間の開始前までに、消費税
簡易課税制度選択届出書の提出が必要
です）

（参考）特例を適用する場合の消費税簡
易課税制度選択届出書は、2019 年 7
月1日から提出可能です。

消費税率 10%に向けた価格見直しイメージ
（店内で食事の場合の例）

消費税率 8%の場合

り、税率が10%に引上げられても消費税分の転嫁ができず

に税込売価を20,000円で据置いた場合を考えてみましょう。

　消費税率引上げ分を価格転嫁できない場合、下図のよう

に、税込の売上額は変わりませんが、税抜の売上額が減少

するので、自社の売上や利益の減少を招くことになります。

❷事業全体で売上・利益を確保
　消費税率引上げについて、全ての商品で一律に転嫁で

きれば問題ありませんが、消費者の購買意欲の減退で一

律に転嫁できない場合には、利益を確保できないケースも

想定されます。そのため、「事業全体で適正な利益を確保

すること」を目標として、売上を確保するための方策を検討

しましょう。

　価格の見直しは、「利益の大きい商品は何か?」「値上げし

ても需要はあるか?」等の観点からメリハリをつけて行うの

が効果的です。また、新商品開発を行うことで従来の価

格にとらわれない価格設定が可能となります。

消費税率 10%になっても販売価格を据置いた場合

毎日食べる
食パン

250円（税込）
231円 （本体価格）

200円（税込）
185円（本体価格）

150円（税込）
 138円（本体価格）

254円（税込）
231円（本体価格）

売上額（税込）

売上額（税抜）

消費税額

20,000円

18,519円

1,481円

売上額（税込）

売上額（税抜）

消費税額

価格据置 20,000円

1,818円

税率どおり転嫁 集客のため
販売価格を据置

減収分を
確保するため

値上げ
新商品を開発して
新たな価格設定

200円（税込）
 181円（本体価格）

160円（税込）
 145円（本体価格）

380円（税込）
345円（本体価格）

人気商品の
メロンパン

ついで買いが多い
あんぱん

新商品の
天然酵母パン

簡易課税制度を適用するには
届出が必要なんだ

8%

10%

税抜の売上額が
337 円も減少 !

18,182円

うちで「キュウリ」を買う人の3%は
「キュウリ美味いダレ」を買っているなぁ…「キュウリ」の

すぐ横に「キュウリ美味いダレ」を並べたら、『買い逃し
防止』『ついで買い促進』などに繋がらないかなぁ…

「この商品」と「あの商品」はよく
セットで売れるなぁ…

○○な日は、「あの商品」がポツ
ポツ出るなぁ…

ちょっと商品のレイアウトを変え
てみようかなぁ…

　軽減税率制度の導入におい
て、特に大きな影響を受ける
ことが予想される小売業／卸
売業と飲食業について、具体
的な対策等をまとめた小冊子
を無料で配布しております。
　必要な方はお気軽にお問い
合わせください。

6. 当所の支援メニュー 
　当所では、ＰＯＳレジをはじめとした各種クラウドツール

の導入相談や活用できる各種補助金のご案内、クラウド

ツール体験ブースの設置、軽減税率対策セミナーなど、

円滑な消費税対策を支援しています。

❶クラウドサービス体験ブース（当所 2F 相談窓口）
　平日 9:00～17:00・POSレジ、会計、予約管理、勤怠管理など
　様々なクラウドサービスを体験できるブースを開設しています。

❷消費税対策、キャッシュレス・生産性向上セミナーの開催
　日程： ６月14日（金）、７月19日（金）、８月７日（水）、９月12日（木）
　時間：14:00～15:30  会場：福岡商工会議所2F 第2研修室
　　　   当所HPよりお申し込みいただけます。

❸小冊子「今すぐ始める軽減税率対策
　（小売／卸売向け・飲食店向け）」の配布（無料）

① モバイルPOSレジ ② クラウド会計 ③ キャッシュレス決済
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5. IT活用による消費税対策・売上アップへの仕組みづくりー「会計・決済ツール」の活用
モバイルPOSレジ、クラウド会計、キャッシュレス決済の3点セットをあわせて導入することで、消費税対策と売上アップにつなげるこ

とが可能となります。

日々のレジ締め後にクラウド
会計から P O S レジシステム
の会計データを自動取得

モバイルPOSレジとクラウド会計のデータ連携で
商品の売れ方を細かく把握することができる

【課題②】  全ての事業者は「8%、10%」の仕訳が必須

対応策（記帳・会計）

本記事全般に関するお問い合わせ／福岡商工会議所　経営相談部 経営支援グループ　TEL 092-441-1146

決済端末導入・決済手数料の補助
https://cashless.go.jp/

軽減税率対策補助金（レジ補助金）
http://kzt-hojo.jp/

IT導入補助金
http://www.it-hojo.jp/

■クラウド会計の導入で、
　記帳・会計業務の効率化を
　図れる

②クラウド会計の導入

【課題③】  政府の「ポイント還元制度」に対応

対応策（決済）

売上アップの
取り組み

データ
連携

データ
連携

POS レジで入力された会計データが
キャッシュレス端 末に自動 反 映され
スムーズに決済※

※QRコードの場合は、
　消費者が提示するコード
　を店舗側が読み取る場合
　 のみ対応

【課題①】 食料品等を販売する事業者は「8%、10%」を
　 　　　分けた計算、領収書・レシート発行が必須

対応策（レジ・決済）

■レジ・決済業務の効率化を
 　図れる

①モバイルPOSレジの導入

■売上増加が期待される

③キャッシュレス決済の導入

売上を上げる（客単価を上げる・来店頻度を上げるなど）ための
アプローチ策の仮説を立てることができる。

各種会計・決済ツールの導入には、以下の補助金が活用できます。

❶売上税額の計算の特例
　売上を税率ごとに区分することが困難な事業者は、売上

の一定割合を軽減税率対象の売上とみなして税額を計算す

ることができます。

選択可能期間
（A） 基準期間の課税売上高が5,000万円以下の中小事業者:

　     2019年10月1日から4 年間（2023年9月30日まで）
（B） 上記以外の事業者:なし

4. 転嫁対策による
　 事業全体での売上・利益の確保

（※）簡易課税制度とは売上に係る消費税額に、業種に応じた一定のみなし仕入率を乗じて、
　　  簡易的に仕入税額を計算する制度。

対象者 ② ①以外の事業者
③ ①②の計算が
　 困難な事業者
主に軽減税率対象品目を
販売する事業者に限る

①仕入を区分できる
　卸売・小売事業者
　   簡易課税制度※を
　 適用しない事業者に限る

軽減税率
売上割合の

計算方法

考え方

卸売業・小売業に係る
軽減税率対象品目の売上にのみ

要する課税仕入（税込） 
卸売業・小売業に係る

課税仕入（税込）

〈小売等軽減仕入割合〉
通常の連続する10 営業日の

軽減税率対象品目の
課税売上（税込） 

10日間の
軽減税率対象商品の

売上割合から
年間実績を推計

売上の50%を
軽減税率対象と

推計

仕入額の
軽減税率対象割合を

売上に当てはめる

通常の連続する10 営業日の
課税売上（税込）

〈軽減売上割合〉

50

100

対象者 ② ①の計算が困難な事業者①売上を区分できる卸売・小売事業者
　 簡易課税制度を適用しない事業者に限る

軽減税率
仕入割合の

計算方法

考え方

卸売業・小売業に係る軽減税率
対象品目の課税売上（税込）

卸売業・小売業に係る
課税売上（税込）

〈小売等軽減売上割合〉 簡易課税制度を適用しようとする
課税期間中に、消費税簡易課税制度

選択届出書を提出し、同制度を
適用することが可能です。

課税期間中の届出で
簡易課税制度を選択可能

売上額の軽減税率対象割合を
仕入に当てはめる

〈簡易課税制度の届出の特例〉

❷仕入税額の計算の特例
　仕入を税率ごとに区分することが困難な事業者は、仕入

の一定割合を軽減税率対象の仕入とみなして税額を計算す

ることができます。

❶価格転嫁できないと、売上・利益が減少します
　例えば、消費税率8%の時の税込売価が20,000円であ

選択可能期間
（A） 基準期間の課税売上高が5,000万円以下の中小事業者:

　    2019年10月1日から1年間（2020年9月30日まで）
（B） 上記以外の事業者:なし

（原則は、簡易課税制度を適用しようと
する課税期間の開始前までに、消費税
簡易課税制度選択届出書の提出が必要
です）

（参考）特例を適用する場合の消費税簡
易課税制度選択届出書は、2019 年 7
月1日から提出可能です。

消費税率 10%に向けた価格見直しイメージ
（店内で食事の場合の例）

消費税率 8%の場合

り、税率が10%に引上げられても消費税分の転嫁ができず

に税込売価を20,000円で据置いた場合を考えてみましょう。

　消費税率引上げ分を価格転嫁できない場合、下図のよう

に、税込の売上額は変わりませんが、税抜の売上額が減少

するので、自社の売上や利益の減少を招くことになります。

❷事業全体で売上・利益を確保
　消費税率引上げについて、全ての商品で一律に転嫁で

きれば問題ありませんが、消費者の購買意欲の減退で一

律に転嫁できない場合には、利益を確保できないケースも

想定されます。そのため、「事業全体で適正な利益を確保

すること」を目標として、売上を確保するための方策を検討

しましょう。

　価格の見直しは、「利益の大きい商品は何か?」「値上げし

ても需要はあるか?」等の観点からメリハリをつけて行うの

が効果的です。また、新商品開発を行うことで従来の価

格にとらわれない価格設定が可能となります。

消費税率 10%になっても販売価格を据置いた場合

毎日食べる
食パン

250円（税込）
231円 （本体価格）

200円（税込）
185円（本体価格）

150円（税込）
 138円（本体価格）

254円（税込）
231円（本体価格）

売上額（税込）

売上額（税抜）

消費税額

20,000円

18,519円

1,481円

売上額（税込）

売上額（税抜）

消費税額

価格据置 20,000円

1,818円

税率どおり転嫁 集客のため
販売価格を据置

減収分を
確保するため

値上げ
新商品を開発して
新たな価格設定

200円（税込）
 181円（本体価格）

160円（税込）
 145円（本体価格）

380円（税込）
345円（本体価格）

人気商品の
メロンパン

ついで買いが多い
あんぱん

新商品の
天然酵母パン

簡易課税制度を適用するには
届出が必要なんだ

8%

10%

税抜の売上額が
337 円も減少 !

18,182円

うちで「キュウリ」を買う人の3%は
「キュウリ美味いダレ」を買っているなぁ…「キュウリ」の

すぐ横に「キュウリ美味いダレ」を並べたら、『買い逃し
防止』『ついで買い促進』などに繋がらないかなぁ…

「この商品」と「あの商品」はよく
セットで売れるなぁ…

○○な日は、「あの商品」がポツ
ポツ出るなぁ…

ちょっと商品のレイアウトを変え
てみようかなぁ…

　軽減税率制度の導入におい
て、特に大きな影響を受ける
ことが予想される小売業／卸
売業と飲食業について、具体
的な対策等をまとめた小冊子
を無料で配布しております。
　必要な方はお気軽にお問い
合わせください。

6. 当所の支援メニュー 
　当所では、ＰＯＳレジをはじめとした各種クラウドツール

の導入相談や活用できる各種補助金のご案内、クラウド

ツール体験ブースの設置、軽減税率対策セミナーなど、

円滑な消費税対策を支援しています。

❶クラウドサービス体験ブース（当所 2F 相談窓口）
　平日 9:00～17:00・POSレジ、会計、予約管理、勤怠管理など
　様々なクラウドサービスを体験できるブースを開設しています。

❷消費税対策、キャッシュレス・生産性向上セミナーの開催
　日程： ６月14日（金）、７月19日（金）、８月７日（水）、９月12日（木）
　時間：14:00～15:30  会場：福岡商工会議所2F 第2研修室
　　　   当所HPよりお申し込みいただけます。

❸小冊子「今すぐ始める軽減税率対策
　（小売／卸売向け・飲食店向け）」の配布（無料）

① モバイルPOSレジ ② クラウド会計 ③ キャッシュレス決済
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